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「税理士と成年後見制度」
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　８.後見業務に対するリスク

　（１）後見業務のリスク

　税理士が被後見人等の財産管理等を担う場合、被後見人等の財産の損害や被後見人等の身体に対する損害、あるいは人格権の損害が発生する可能性がある。後見人として、注意義務を怠った等により被後見人等の財産や身体に損害を与えてしまったときには、善管注意義務違反により損害賠償責任を負うことになる。これは、民法第８６９条（民法６４４条準用）「受任者は委任の本旨に従い善良なる管理者の注意をもって委任事務を処理する義務を負う」と規定されていることからも明らかである。

　介護サービスを行う上でも日常的に起こることと言われているが、たとえば、まだら呆けの方から突然冷蔵庫の中のみかんをとられた、犯人はあなたですね、と食ってかかってくるようなケースがある。他人が自分の家にあがってくるわけであるから、不安に感じるのは当然であろう。これがみかん1個であればことは大きくないが、実際に自分が築いてきた財産であったらどうであろうか。後見業務を行う者にとっては心得ておかなければならないリスクといえる。

　後見人等は、被後見人等の人権擁護、財産権の擁護を行っていかなければならない。次にそれぞれのリスクの種類について考えてみたい。

　（２）過失による財産損害

　過失による財産損害は、被後見人等の財産や日常金品の盗難・詐欺被害・受託物の破損が考えられる。たとえば、後見人等が預かっていた預金や株券などの盗難被害にあった場合である。われわれ税理士が担う業務の多くは、財産管理等であるため、後見人等の財産が盗難にあってしまうということも考えられる。

また、財産処分等の経済損害もありうる。これは、生活資金を得るために、不動産を売却する場合に通常売れるであろう価格よりも低い価格で契約してしまったことにより受ける損害等である。どの程度の価格で売却すべきであるのか、重要な判断を迫られる部分であり、また推定相続人の同意を確実に得ておく必要のある取引でもある。通常売れるであろう価格と契約してしまった低い価格との差額が、被後見人等に対して与えてしまった損害ということになるであろう。

（３）被後見人等に対する身体賠償

後見人等がなんらかの弾みで被後見人等の方に怪我をさせてしまったことに対するリスクも考えられる。たとえば、高齢者の転倒。これは、もっとも身近で危険な事故である。1997年に東京消防庁救急隊により搬送された傷病者のうち、65歳以上の高齢者は約12,000人（全体の約41％）で、そのうち約9000人（約75％）は、転倒・転落事故とのことである。高齢者の方の場合、転倒を機に、骨折→長期入院→基礎疾患の悪化→合併症の発症→死亡という経過をたどることも珍しくない。また、転倒・骨折による入院、リハビリテーションにより、医療費や介護費といった経済的負担も加わることになる。特別養護老人ホームにおいても、転倒をあらかじめ予測してこれを完全に防止することはできないと言われている。もし、完全に防止しようとするとベッドや椅子に縛るなどの身体拘束をしなければならなくなってしまう。これこそ人権侵害となってしまう。つまり、われわれ税理士が行う財産管理等においては介護等を行うわけではないが、日常的な業務の中で転倒してしまったというケースも考えられる。たとえ、われわれ後見人等に否がない場合であっても、身体損害に対して過失責任を問われることは十分に考えられることである。　

　（４）被後見人に対する人格権侵害

　人の生命・身体・自由・名誉・氏名・貞操・信用など人格的な利益は、財産的な利益とともに、他人の侵害から保護されなければならず、これらを違法に侵害することは不法行為となる。このような法的保護の対象となる人格的利益を総称した権利を人格権という。たとえば、被後見人等の個人情報の不当な漏洩によって、名誉毀損を与えてしまった場合等がこれにあたる。後見人等は当然に、知り得た情報をむやみに他人にもらすべきでないことは言うまでもないが、過失によって漏れてしまったことにより損害を与えてしまう恐れもあり得ることである。この点も十分に注意すべきことといえる。

　（５）損害賠償保険

　では、上記に述べた後見人等の業務に対するリスクについてどのような対策を講じればよいのであろうか。われわれ税理士が行う成年後見業務については、税理士損害賠償保険に類するような成年後見業務に係る損害賠償保険の整備が必要である。司法書士の組織である社団法人成年後見センター・リーガルサポートが実際に加入している、成年後見事業包括補償制度（株式会社損害保険ジャパン）をみてみると、まず、契約者は社団法人成年後見センター・リーガルサポートである。そして、被保険者は一定の研修を受けた「登録司法書士」及びその「補助者」並びに、法人後見・後見監督を行う（社）成年後見センターである。対象とする事業は、（社）成年後見センターが管理・運営する成年後見等事業、及び後見監督事業、並びに登録司法書士が行う成年後見等事業全般である。そして、保険料の収受については、いまだ保険発生件数等が予測できないためか、年間の概算事業件数にもとづき契約時に「暫定保険料」を予納し、期末に確定事業件数に基づく「確定保険料」を算出、その差額について返戻・追徴するという仕組みをとっている。補償金額は、登録司法書士・補助者及び成年後見センターが行う後見並びに後見監督に係る賠償責任補償は、①過失による財産損害が１事故につき500万円、期間中1億円②身体賠償が1名につき1億円、1事故3億円③財物賠償が1事故につき1億円④人格権侵害が1名につき100万円、1事故・期間中1000万円となっている。保険料は、（社）成年後見センターに所属する司法書士が負担する会費から支払うこととなっている。契約当初、約17,000人の司法書士のうち約2,500人が加入することを前提として保険を創設したということである。

　一方、税理士会としての保険整備はいまだできていないが、現在株式会社損害保険ジャパンと日本税理士会連合会が税理士に係る成年後見事業包括補償制度の創設のための準備段階とのことである。われわれが今後、成年後見業務に幅広くかかわっていくためにも、早急に損害賠償保険の整備がなされることが望まれる。

　税理士として、社会貢献のひとつとして成年後見業務に携わっていくことは非常に重要なことであるが、社会貢献であってもリスクの伴う業務である。いつ何時、上述したような賠償請求を受けるとも限らない。そのための対策として、損害賠償保険には加入しておくことをお勧めしたい。
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